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各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　潔
（ 組　織 部 ）

連合「過労死等防止対策推進法施行に伴う
『過労死等防止啓発月間』における取り組み」の要請について
 
連日の取り組みに敬意を表します。

　さて、本年６月20日に成立した「過労死等防止対策推進法」（概要は添付①）では、毎年11月を「過労死等防止啓発月間」とし、国民の間に広く過労死等の防止についての関心・理解を深める取り組みを行う旨が規定されています。同法の施行日は現時点では未定ではあるものの、来る11月がはじめての「過労死等防止啓発月間」となる公算が大きくなっています（施行日が確定次第、別途連絡いたします）。

　一方、職場実態としては、人員削減や非正規化が進む中で毎年100人超の労働者が過労死と認定されている等、長時間労働の是正が進んでいません。そうしたことからも過労死等の撲滅にむけた取り組みの強化は、労働組合としても喫緊に対応すべき課題となっています。そこで、本年11月までに同法が施行されることを見込み、連合は構成組織・地方連合会と一体となって過労死等の撲滅にむけた取り組みを一層強化していく姿勢を明らかにするとともに、時を同じくして労働政策審議会で論点の１つとされている「労働時間規制の緩和」に反対する社会的気運を盛り上げること等を企図し、以下の取り組みを行うこととなりました。
　各単組・総支部におかれましては、秋期闘争と重なりますが取り組みの趣旨をご理解いただき、取り組みを進めていただきますよう宜しくお願いいたします。

 

記

 

１．取り組み事項

　本年11月を「連合　過労死等防止啓発特別行動月間」と位置づけ、民間・公務を問わずすべての構成組織、地方連合会において、以下の３点の取り組みを実施することとなりました。これを受け自治労としても各単組・総支部において同様の取り組みを行うこととしますので積極的な取り組みをお願いいたします。
（１）労働組合として「自組織内から過労死等を出させない」旨の宣言の採択

（２）労働時間関連のワークルールの内容やワーク・ライフ・バランスの重要性等に関する組合員への教育・啓発

（３）36協定の遵守状況の点検等を踏まえた使用者との協議等
２．具体的な取り組み

（１）労働組合として「自組織内から過労死等を出させない」旨の宣言の採択について
　　①期　　間　　10月20日（月）～11月26日（水）
　　②方　　法　　確定闘争での報告集会・職場集会を活用し、別紙「過労死等防止啓発月間」にあたっての“過労死ゼロ”宣言を読み上げ採択願います。また、職場集会などでの採択が難しい場合は執行委員会で採択するなど全単組・総支部での取り組み、報告をお願いします。
　　③集　　約　　11月27日（木）までに、署名押印済みの宣言文書と別紙の報告書を道本部あてにＦＡＸ願います。

· 12月１日が連合本部の最終集約となっており、その後マスコミ等での広報となっているため期日厳守でお願いします。
④公表可否　　宣言の採択状況は、マスコミ等を通じて対外的に広報することを想定しています。組合員数、宣言採択事実等の公表可否を報告書に記入の上、宣言文書とともに提出ください。
（２）労働時間関連のワークルールの内容やワーク・ライフ・バランスの重要性等に関する組合員への教育・啓発

　　①器財の提供　組合員むけの教育・啓発用器財（パワーポイント資料）を道本部ホームページに掲載いたします。その提供器財を用いた単組学習会を開催願います。
（３）36協定の遵守状況の点検等を踏まえた使用者との協議等
　　①確定闘争の要求にもあるとおり「労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること」としています。36協定の状況点検と、全職場での協定締結にむけ、今秋期闘争での要求として掲げ取り組みを展開します。
　　　また、11月27日（木）までに、別紙の取り組み報告書に記載し報告願います。
  

３．宣言文書と報告書の提出
　　11月27日（木）までに、署名押印済みの宣言文書と別紙の報告書を道本部あてにＦＡＸ願います。また、不明な点がありましたらご連絡願います。
　　　　　　　　　FAX：011-700-2053　　　TEL：011-747-3211　　　
 以　　　上
「過労死等防止啓発月間」にあたっての“過労死ゼロ”宣言
　過酷な労働が原因で尊い命が失われたり、重い病にかかったりするケースが後をたたない。厚生労働省によると、13年度にくも膜下出血や心筋梗塞などの脳・心臓疾患で労災認定されたのは306人で死亡者は133人。うつ病などの精神疾患では436人が認定され未遂を含む自殺者は63人とされている。精神疾患の請求件数は前年度比152人増の1,409人で過去最多を記録している。統計に表れた数字はあくまでも氷山の一角であり、事態の深刻さがうかがえる。

国際社会で日本の過労死は、経済反映の裏にある特異な労働環境の象徴とみられてきた。日本政府は2013年に、国連社会権規約委員会から防止策を強化するよう勧告もされてきた。このようななか、本年６月に「過労死等防止対策推進法」が成立し、年内施行が決まった。大切な家族を亡くし「自分たちと同じような思いをしてほしくない」と法制化を求めてきた遺族らの思いがようやく結実したといえる。

過労死防止法は長時間労働の制約や、雇用主への罰則規定など、企業活動を直接制限する内容ではないが、過労死や過労自殺を「遺族のみならず社会にとって大きな損失」と位置づけ、防止策の実施を「国の責任」と明記した意義は小さくない。

働く者の労働条件の維持・改善及びその権利擁護を活動目的とするわれわれ労働組合にとっても、極めて重い意味を持っている。
　同法の施行後はじめてとなる「過労死等防止啓発月間」にあたって、その重みを真摯に受け止め、過労死等の撲滅にむけた取り組み強化の必要性を組織全体で共有するとともに、今後過労死等が起きない健康で安全な職場を維持・実現することを誓い、以下の通りに宣言する。

一．わたしたちの職場からは、過労死等を出させません。
「過労死ゼロ」の職場を実現するため、わたしたちは、長時間労働是正に
むけた様々な取り組みを、組織をあげて実施します。
一．過労死等を助長する労働時間規制の緩和には、断固反対します。
　2014年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　自治労○○○○○○労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　○○　○○　　　　　㊞
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